
別表第１（第３条関係）
	１　補助事業者
	２　基準額
	３　対象経費
	４　補助率
	５　補助要件

	病院
	1病院当たり
4,000万円
	災害時に病院の機能を維持するために必要な施設整備に要する経費
	3分の2以内
	１　医療機関の防災計画の策定が完了していること又は年度内に完了する予定であること。
２　市町村（広域連合を含む。）を補助事業者とするときは、防災計画の策定が完了し、又は年度内に完了する予定の病院又は医療救護所に指定されている診療所に貸与する場合に限る。

３　県医師会及び郡市医師会の防災計画の策定が完了していること又は年度内に完了する予定であること。


	
	1病院当たり
1,000万円
	災害時に病院の機能を維持するために必要な設備整備に要する経費（単価100万円以上の経費に限る。）
	2分の1以内
	

	１ 病院

２ 医療救護所に指定されている診療所

３ 市町村（広域連合を含む。）


	1医療機関又は1市町村（広域連合を含む。）当たり
200万円


	災害時に病院及び診療所の機能を維持するために必要な備品整備に要する経費

（単価10万円以上100万円未満の経費に限る。）
	2分の1以内
	

	県医師会及び郡市医師会
	１医師会当たり

200万円
	災害時に、県医師会、郡市医師会、傘下の病院及び診療所間の情報収集・伝達を行うために必要なアマチュア無線機等の整備に要する経費
	2分の1以内
	



